
■不正受給した事業所名等を積極的に公表します

■都道府県労働局が、事前予告なしの現地調査

（事業所訪問・立入検査※）を行います

■不正「指南役」の氏名等も公表の対象となる場合

があります

ご一報
ください

雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金を申請される事業主や従業員の皆さまへ

・申請内容に誤りがあった場合

・受給した助成金の返還を希望される場合
申請事業主の皆さま

従業員の皆さま

都道府県労働局・ハローワーク
LL040628企03

※連絡先は裏面を参照してください

～ 不正受給は、刑法第246条の詐欺罪等に問われる可能性があります

※雇用保険法第79条に基づく検査です。支給決定から5年間は現地調査を
行う場合があります。申請事業主は提出書類の保存が必要です。

事業所名等の

積極的な公表

予告なしの現地調査

■「不正発生日を含む期間以降の全額」＋

「不正受給額の2割相当額」（ペナルティ）＋

「延滞金」の合計額を返還請求します

■雇用調整助成金だけでなく、他の雇用関係助成金も

５年間の不支給措置となります

■不正受給は、あなたの会社や従業員の生活に深刻な

影響を招きます

■都道府県労働局は、不正受給対応について

都道府県警察本部との連携を強化しています

■悪質な場合、捜査機関に対し刑事告発を行います

捜査機関との

連携強化

返還請求

（ペナルティ付き）

雇用調整助成金不正受給 の対応を厳格化 しています

不正受給は「刑法第246条の詐欺罪」等に問われる可能性があります

・不正受給に関する情報を把握している場合

５年間の

不支給措置

※情報提供者のプライバシー保護には十分配慮いたします。



雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金の不正受給に関する通報窓口一覧

都道府県労働局 通 報 先 電 話 番 号

北 海 道 雇用助成金さっぽろセンター、各ハローワーク 011-788-2294

青 森 県 職業対策課 017-721-2003

岩 手 県 職業対策課分室助成金相談コーナー 019-606-3285

宮 城 県 職業対策課助成金部門 022-299-8063

秋 田 県 職業対策課、各ハローワーク 018-883-0010

山 形 県 雇用調整助成金事務室 023-666-3614

福 島 県 職業対策課 024-529-5409

茨 城 県 職業対策課、各ハローワーク 029-224-6219

栃 木 県 職業対策課分室（助成金事務センター）、各ハローワーク 028-614-2263

群 馬 県 職業対策課 027-210-5008

埼 玉 県 職業対策課、各ハローワーク 048-600-6209

千 葉 県 職業対策課 043-441-7850

東 京 都 東京労働局ハローワーク助成金事務センター 03-5909-3122

神 奈 川 県 職業対策課 045-650-2801

新 潟 県 職業対策課助成金センター、各ハローワーク 025-278-7181

富 山 県 職業対策課助成金センター 076-432-9162

石 川 県 職業対策課、各ハローワーク 076-265-4428

福 井 県 職業対策課 0776-26-8613

山 梨 県 職業対策課 055-225-2858

長 野 県 職業対策課、各ハローワーク 026-226-0866

岐 阜 県 職業対策課助成金センター 058-263-5650

静 岡 県 職業対策課雇用調整助成金センター、各ハローワーク 054-653-6116

愛 知 県 あいち雇用助成室 052-219-5518

三 重 県 職業対策課助成金室 059-226-2111

滋 賀 県 職業対策課 077-526-8686

京 都 府 雇用調整助成金相談センター 075-256-8339

大 阪 府 助成金センター 06-7669-8900

兵 庫 県 ハローワーク助成金デスク 078-221-5440

奈 良 県 職業対策課助成金センター 0742-35-6336

和 歌 山 県 職業対策課 073-488-1161

鳥 取 県 職業対策課、各ハローワーク 0857-29-1708

島 根 県 職業対策課 0852-20-7020

岡 山 県 職業対策課助成金事務室 086-238-5301

広 島 県 職業対策課 082-502-7832

山 口 県 職業対策課 083-995-0383

徳 島 県
職業対策課、各ハローワーク
助成金センター

088-611-5387
088-622-8609

香 川 県 職業対策課 087-811-8923

愛 媛 県 職業対策課分室（助成金センター） 089-987-6370

高 知 県 職業対策課 088-885-6052

福 岡 県 福岡助成金センター 雇用調整助成金分室 092-402-0537

佐 賀 県 職業対策課
0952-32-7217 
0952-32-7173

長 崎 県 職業対策課 095-801-0042

熊 本 県 職業対策課 096-211-1704

大 分 県 大分助成金センター 097-535-2100

宮 崎 県 宮崎労働局助成金センター 0985-62-3125

鹿 児 島 県 職業対策課 099-219-5101

沖 縄 県 職業対策課 098-868-3701



厚生労働省 東京労働局 都内ハローワーク

雇用調整助成金
緊急雇用安定助成金を
受給された事業主の方へ

架空休業 架空雇用 架空休業手当

実際には出勤（テレワーク含
む）しているにも拘わらず休業
したものとして休業日数や休業
時間を水増しして申請。

出勤日にタイムカードを打刻し
ないよう従業員に指示する等に
より法定帳簿（出勤簿、賃金台
帳など）を改ざん・偽造して申請
する行為

退職した人を現在も雇
用しているように装う、
あるいは架空の人物を
雇用しているように装い
休業したものとして申請
する行為

実際には従業員に所定
の休業手当を支払って
いないが、支払ったこと
を装い申請する行為

上記のような申請は不正受給となります。

不正が疑われる場合は、積極的な現地調査（事業所訪問・立入検査）を行いま
す。特に悪質と判断される場合には捜査機関に対し刑事告訴等を行うこともあ
ります。

上記のような申請をされた事業主の方は、速やかに下記へご連絡のうえ自らご
返還をお願いします。

また、不正受給に関する情報を把握している従業員や退職された皆さまからも
ご連絡をお願いします。

＜連絡先＞
東京労働局ハローワーク助成金事務センター
電話番号：０３－５９０９－３１２２

（平日８時３０分～１７時１５分）

教育訓練を適正に実施していないにも拘わらず実施
したとして申請する行為

架空教育訓練

東京労働局では不正受給への対応を強化しています。

040708 東京労働局ハローワーク助成金センター



雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金を受給（又は申請）した事業主の皆さまへ

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク LL050331企01

雇用調整助成金 不正・不適正に 受給していませんか

労働局は積極的な調査を行っています

受給した助成金
※
について、自ら調査を行い、

不正・不適正の場合は、自主申告をしてください！

 休業として申請したが、実際には出勤している社員がいた

 雇用関係にない者を含めて申請している

 申請内容に誤りがあったが、そのままにしている

 支給申請は従業員や知人に任せているから安心だ

本来もらうことのできない助成金は、不正受給・不適正な受給にかかわら

ず、原則として会社（事業主）へ返還を求めます。

不正受給に該当する場合、労働局ホームページに「事業主名及び代表者

名」などが公表されます。

代表者が知らなかったとしても、調査の結果、不正受給と判断されること

もあります。

少しでも思い当たるところや不安があれば、裏面をチェック！

こんなことはありませんか？

？

会社の代表の皆さま、こんな風に考えていたら要注意！

 自分は実態を把握していないが、休業を指示しただけで問題は無い

 実務を把握している社員に任せているから大丈夫

 申請は、助成金をよく知る代理人に任せているから問題ない
！

代表者が意図的かどうかにかかわらず、自主申告のない場合、

不正に受給した会社（事業主）は公表されます！！

※ 申請を行った場合（まだ受給していない場合）も含みます。



不正・不適正な助成金であれば自主申告してください

自主申告ではない不正受給事案については、

例外なく事業主名を公表します ※！

労働局が調査を行う前に、自己申告をする必要があります。

• 「調査が来るまで黙っておこう」

• 「不適正のうち一部だけ自主申告しておこう」

は通用しません。

労働局は予告無しの調査を積極的に実施しています。また、自主申告を踏ま

えた調査も行います。

自主申告について 自主申告した場合はどうなる？

自主申告の方法

仮に、不正受給に該当した場合であっても、

受給した金額＋違約金＋延滞金

を迅速に返還していただければ、事業主名の公表を原則として行いません※。

ただし、公表されないからといって、安易に不正受給することは許されません。

 不正・不適正にかかわらず、速やかに申請した都道府県労働局にその旨を

ご連絡ください。

 要件に合致しないことがわかる書類を労働局に提出してください。

 「全体は調査中だが、一部で不適正な部分が見つかり、まずは自主申告し

たい」という場合は、調査中であることも含めて申告をしてください。

※ 調査に非協力的であるなどの場合、自主申告とは認められませんので、自主申告後も調査にご協力ください。

また、特に重大又は悪質の場合は非公表の対象から除きます。

※ なお、返還できないため、公表となる場合であっても「自主申告したこと」を公表する際に記載します。

また、全額の返還・納付後は労働局ホームページから削除することが可能です。

※ 支給決定取消等を行った額が100万円未満を除く。

雇用調整助成金等を申請した事業主は、提出又は提示した書類の写しその他支給要領に規定する各種書類を、

支給決定日から起算して５年間保存する必要があります。当該書類を保存していない場合も、（不正受給では

なくとも、）不適正に該当する場合があるため、ご確認の上、申請労働局にその旨をご連絡ください。

書類保存について


